
実績報告書を別紙1から別紙3に記載の（ア）～（サ）を参考に作成してください。
なお、必ずしも（ア）→（イ）→（ウ）・・・（コ）の順に入力する必要はありません。

提出方法

実績報告書のExcelをメールに添付し、提出先メールアドレスに送付

提出先メールアドレス
kaigo-shogu@pref.yamanashi.lg.jp

提出期限

令和5年1月31日（火）

留意事項

＜12月支払、1月支払の補助金について＞

補助金の総額には、12月支払、1月支払の月遅請求や過誤調整の額を含めます。

＜補助金額の確定通知書について＞

＜過誤調整について＞

 介護職員処遇改善支援補助金　実績報告書の作成について

過誤調整がある場合、当該支払月中に相殺可能な支払額があれば、マイナスとなる過誤調整額は相殺
されますが、相殺可能なプラスの支払額がない場合は、返還となり、本県から郵送する納付書により納
入していただきます。
相殺可能なプラスの支払額がない状態は、場合によっては12月支払、1月支払で発生する可能性があり
ます。
過誤調整が発生した場合のマイナス額も支払額内訳書等を確認し、実績報告書の補助金額に含めるよ
うにしてください。

1月支払の支払額通知書と支払額内訳書については、次の日程で取得可能となります。
・債権譲渡以外の事業所分
　山梨県国民健康保険団体連合会より1月20日以降に取得

・債権譲渡の事業所分
　本県より1月下旬頃に郵送等で通知

ただし、12月支払、1月支払に月遅請求や過誤調整がない場合は、11月支払までの補助金額で確定とな
ります。

11月支払以降に、2月から9月サービス提供分の月遅請求がある場合、月遅請求の介護報酬から算出し
た本補助金の支払は、12月支払もしくは1月支払となります。
同様に、過誤調整がある場合も、12月支払もしくは1月支払時に調整することとなります。

実績報告書には、山梨県国民健康保険団体連合会（債権譲渡事業所の場合は本県）から法人等へ支
払われた補助金の総額を入力する箇所があります。（別紙2（エ）、別紙4-1、4-2）

実績報告書の提出期限は1月31日のため、支払額内訳書等により金額を確認後、速やかに実績報告書
を作成する必要があります。提出期限に間に合うようにするため、事前に実績報告書の作成準備をお願
いします。
例えば、6月支払から12月支払の補助金額を1月初旬頃までに事前に算出しておき、1月支払の支払額
内訳書等を取得次第、1月支払分を実績報告書に反映させる等の方法が考えられます。

2月以降に、補助金額の確定通知書を通知する予定です。
報告内容に誤りがある場合は、修正をお願いすることとなりますので、ご注意ください。



（ア）基本情報入力シートの「１ 提出先に関する情

報」、「２ 基本情報」を入力。（セルが黄色付けの箇

所）

（イ）基本情報入力シートの「３ 補助金対象事業所

に関する情報」を入力。（セルが黄色付けの箇所）

別紙1



（ウ）加算区分に取得して

いる加算区分を選択。加算

Ⅰ～加算Ⅲのいずれかに

なります。

（エ）「介護職員処遇改善支援

補助金の総額［円］(h)」の入力。

別紙4-1、4-2を参照。

別紙2
（オ）「賃金改善実施期間に補

助金により賃金改善を行った

介護職員等の賃金の総額」の （カ）「賃金改善額」の入力。別

紙6を参照。



別紙3

（キ）「令和３年における賃金

改善実施期間に相当する期

間の介護職員等の賃金の総

額【基準額】」の入力。

別紙7を参照。

（ク）補助金による賃金改善実

施期間の開始月と終了月を

記載してください。

最長で8ヶ月間となります。

（ケ）実績報告書の提出日を

入力。提出期限が令和5年1

月31日のため、少なくとも1月

31日以前の日付になります。

（コ）法人名、代表者名を入力。

押印不要。

（サ）入力後に「要件Ⅰ」欄および「要件Ⅱ」欄が「○」となることを確認してくださ

い。「○」となっていない場合は、要件を満たしていないため、返還となる場合が

あります。

入力箇所は（ア）～（コ）で示した黄色付けセルの箇所であり、計算式が設定さ

れているセルへの入力はしないようにしてください。



事業所別、サービス名別に、補助金様式３－２の「介護職員処遇改

善支援補助金の総額［円］(h)」欄（黄色付けの箇所）を入力すれば、

自動で合計値が補助金３－１の「介護職員処遇改善支援補助金の

総額(h)」欄に表示されます。

補助金の合計額がセルの計算式により自動で表示されます。

入力箇所はセルの黄色付けの箇所のみとなり、セルに設定されて

いる計算式を削除したり、変更したりしないようにしてください。

補助金様式３－１補助金様式３－２

セルの計算式により自動で表示

されます。

別紙4-2に、通所介護および通所型サービス（総合事業）の事例を示します。

事例の通所介護では、12月支払、1月支払で月遅請求分が山梨県国民健康保険団体連合会（債権譲渡の場合は本県）から法人へ支払

われており、補助金額にはこれらの月遅請求分も含めて、支払われた補助金額すべてを足した値としてください。ただし、12月支払、1月

支払に月遅請求や過誤調整がない場合は、11月支払までの補助金額で確定となります。

過誤調整がある場合、当該支払月中に相殺可能な支払額があれば、マイナスとなる過誤調整額は相殺されますが、相殺可能なプラスの

支払額がない場合は、返還となり、本県から郵送する納付書により納入していただきます。相殺可能なプラスの支払額がない状態は、特

に12月支払、1月支払で発生する可能性があります。過誤調整が発生した場合のマイナス額も実績報告書の補助金額に含めるようにして

ください。

この事例の通所介護では、1月支払で過誤納マイナス150円発生していますが、1月支払の中に月遅請求分プラス695円もあるため、695＋

（－150）＝545円となるため、返還となりません。

1月支払の支払額内訳書等については、債権譲渡以外の事業所分は、山梨県国民健康保険団体連合会より1月20日以降に取得でき、

債権譲渡の事業所分は、本県より1月下旬頃に郵送等で通知します。実績報告書の提出期限は1月31日のため、支払額内訳書等を確認

後、速やかに実績報告書を作成する必要があります。

2月以降に、補助金額の確定通知書を通知する予定です。報告内容に誤りがある場合は、修正をお願いすることとなりますので、ご注意く

ださい。

別紙4-1



支払額内訳書

7月支払

支払額内訳書

6月支払

通所介護

794＋830＋899＋730＋210＋920＋72＋899＋760＋920＋941＋

150＋695－150 ＝ 8,670

通所型サービス（独自）＝総合事業

181＋566＋693＋616 ＝ 2,056

支払額内訳書

8月支払

支払額内訳書

9月支払

支払額内訳書

10月支払

支払額内訳書

11月支払

支払額内訳書

12月支払

支払額内訳書

1月支払

12月支払で月遅請求分（8月サービス

提供）がある場合。

8月支払で月遅請求分（4月サービス

提供）を含む。

7月支払で月遅請求分（2月サービス

提供）を含む。

1月支払で月遅請求分（5月サービス

提供）、過誤納（9月サービス提供）が

ある場合。

補助金様式３－２
別紙4-2



補助金様式３－１補助金様式３－２

セルの計算式により自動で

表示されます。

セルの計算式により自動で表示されます。

入力箇所はセルの黄色付けの箇所のみとなり、

セルに設定されている計算式を削除したり、変

更したりしないようにしてください。

「賃金改善実施期間に補助金により賃金改善を行った介護職員等の賃金の総額」は、賃金改善実施期間の賃金総

額を入力するため、給与明細等を集計する必要があります。途中計算用の集計資料等の提出は必要ありません

が、正しく集計した結果を入力するようにしてください。

介護職員のみの賃金総額と、その他の職種のみの賃金総額を分けて入力してください。補助金によるその他の職

種の賃金改善等を行っていない場合は、介護職員のみの入力となります。

事業所別、サービス名別に入力しますが、例えば、介護老人福祉施設と併設の（介護予防）短期入所生活介護の

ように、賃金総額の按分が難しいようであれば、介護老人福祉施設に一括計上しても構いません。

別紙5



補助金様式３－１補助金様式３－２ 別紙6

賃金改善額の2/3以上をベースアップ等（基本給や毎月決まって支払われる手当）に充てる必要があり、そ

の要件を満たしているかを判定するための入力となります。

この2/3以上は、対象の介護職員のみの賃金改善額で満たし（実績報告書ではf-1、f-2に該当）、その他の

職種がある場合は、その他の職種のみの賃金改善額で満たす（実績報告書ではg-1、g-2に該当）ように、

それぞれで2/3以上を満たす必要があります。

事例の場合は、

介護職員の賃金改善額

5,910,940（f-2） ÷ 8,844,660（f-1） × 100 ＝ 66.83 ％

その他の職種の賃金改善

591,000（g-2） ÷ 873,000（g-1） × 100 ＝ 67.70 ％

いずれも2/3（66.6％）以上を満たすので、補助金様式３－１の「要件Ⅱ」欄は「○」となっています。

「要件Ⅱ」欄が「×」になる場合は、2/3以上を満たしていないため、補助金様式３－２のf-1、f-2、g-1、g-2

の入力が正しいか再度確認をしてください。

セルの計算式により自動で表示さ

れます。

セルの計算式により自動で表

示されます。



別紙7

補助金様式３－１

提出済みの計画書

「令和３年における賃金改善実施期間に相当する期間の介護職員等の賃金の総額【基準

額】」とは、補助金により賃金改善を行っていない場合の令和3年2月から9月までの賃金総額

です。これを補助金による賃金改善前の状態（基準値）としています。計画書で入力した同項

目の額を実績報告書にも入力（黄色付けセルの箇所）しますが、職員構成が変わった等の理

由があれば、計画書と異なる額を入力することも可能です。

職員構成が変わるとは、計画書の提出は令和4年4月頃ですが、その後、例えば、令和4年6月

に対象の職員が退職等した場合、基準となる令和3年6月以降にはいなかったものとするため、

その職員の賃金分が令和3年の基準額から差し引かれ、結果として基準額が変わることを意

味します。

別紙5の補助金により賃金改善を行った場合の令和4年2月から9月までの賃金の総額から、

この賃金改善前の基準値を差し引くことにより、どれくらい賃金改善されたかを算出していま

す。

事例の場合、補助金様式３－１にて

497,067,660（改善後） － 487,800,000（改善前） ＝ 9,267,660円

となっています。

これは、別紙4-1、4-2の山梨県国民健康保険団体連合会（債権譲渡の場合は本県）から支払

われた補助金の総額8,906,224以上の額となっているため、「要件Ⅰ」欄は「○」となります。


